
平成１５年３月期 中間決算短信(連結) 
平成１４年１１月２５日 

会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社                
 （気配公表銘柄）                       本社所在都道府県 
本社所在地        東京都港区浜松町一丁目１０番７号             東京都 
問い合わせ先  責任者役職名  取締役総務部長 
        氏 名        正 田  一 夫               TEL （０３ ）３４３８  ― １０２１ 
決算取締役会開催日  平成１４ 年１１ 月２５日    
米国会計基準採用の有無  有 ･ 無 
１．１４年９月中間期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） 
（１）連結経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
 売 上 高              営 業 利 益        経 常 利 益        
 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

   百万円     ％ 
１０,６７２  （ △ ４.１） 
１１,１３２  （    ―） 

   百万円     ％ 
   ５９  （  ４６.５） 
    ４０  （    ―） 

   百万円     ％ 
    ２５  （ ６０.３） 
       １５  （    ―） 

１４年３月期 ２０,６０３    ４４     ３５ 
 
 

中間（当期）純利益            
１株当たり中間    
（当期） 純利益    

潜在株式調整後１株当た 
り中間（当期） 純利益 

 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

   百万円     ％ 
   １７  （△ ４７.８） 
   ３３  （    ―） 

       円  銭 
     ２  ９５ 
     ５  ６５ 

       円  銭 
      ―   ― 
      ―   ― 

１４年３月期   △ １８        △ ３   ０３       ―   ― 
（注）  1．持分法投資損益 １４年９月中間期  ― 百万円 １３年９月中間期  ― 百万円 １４年３月期  ― 百万円 
        2．期中平均株式数（連結）１４年９月中間期 ５,９９２,３９３株 １３年９月中間期 ５,９９２,３９３株 １４年３月期 ５,９９２,３９３株 
    3．会計処理の方法の変更  有 ･ 無 
    4．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
（２）連結財政状態 
 総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率 1株当たり株主資本 
 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

      百万円 
  ９,３６３ 
  ９,７４８ 

      百万円 
 １,５４９ 
  １,６１６ 

        % 
   １６．５ 
   １６．６ 

     円  銭 
  ２５８ ５７ 
  ２６９ ７２ 

１４年３月期   ９,１２９   １,５９６    １７．５   ２６６ ５０ 
（注）期末発行済株式数（連結）１４年９月中間期 ５,９９２,３９３株１３年９月中間期 ５,９９２,３９３株１４年３月期５,９９２,３９３株 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

           百万円 
 △ １１６ 
 △ ６００ 

           百万円 
    △ ６ 
   ７５２ 

           百万円 
  △  １９７ 
    ４３ 

            百万円 
   ３７１ 
    ４６１ 

１４年３月期  △  １７７    ７４６   △  １５４    ６９６ 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 １ 社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結（新規） ― 社 （除外） ― 社  持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社 
 
２．１５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
 売 上 高          経 常 利 益          当 期 純 利 益          
 
通 期      

         百万円 
   ２２,０００ 

         百万円 
      １２５ 

         百万円 
      ５０ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  ８ 円  ３４ 銭 
※上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 
 があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の４ページを参照して下さい。 
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１．企業集団の状況 
 
 当グループは、当社及び子会社２社で構成され、各種絶縁材料･電子部品･鉄鋼及び電線等の販売を 
主たる事業としております。 
 金属事業部 
  当部門においては、当社及び子会社（三国（国際）有限公司）が表面処理鋼鈑、薄板、電磁鋼鈑、 
 ブリキ、ステンレス、磨帯鋼等を販売しております。 
 電線事業部 
  当部門においては、当社及び子会社（三国（国際）有限公司）が加工付電線、電子機器用電線、 
 巻線、メッキ線、ゴム製品、絶縁線、裸線等を販売しております。 
 化成品事業部 
  当部門においては、当社及び子会社（三国（国際）有限公司）が銅張積層板、合成樹脂、絶縁材料、 
 フィルム、半導体、電子部品等を販売しております。 
  
 事業の系統図は、次のとおりであります。 
 
 

得        意        先 
 
 
 

 
非連結子会社 

 

 
連結子会社 

 

 
主要株主 

 
主要株主 

 
三国（上海）貿易 
有限公司 

 

 
三国（国際） 
有限公司 

   

 
日立電線（株） 

 

 
日立化成工業（株） 

 
 
 
 
 
 

 
当   社 

 
 

金 属 事 業 部 
 
 

電 線 事 業 部 
 
 

化 成 品 事 業 部 
 

 
（注）      は商品販売の流れ、     は商品仕入の流れであります。 
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２．経営方針及び経営成績 
１．経営方針 
（１）会社の経営の基本方針 
    当社グループは、電機･電子機器関連材料を扱う商社として、“いつでもお役に立つ三国商事” 

   を合言葉に、「顧客第一主義」を基本方針として、①収集した情報の有効活用、②新商品の照会 

   等提案型営業に徹すること、③流通や各種サービスの充実、④海外営業拠点の拡充等を通じて当 

   社業務の付加価値を高め、作り手側と使い手側双方から真に有効であると認められ信頼される商 

   社を目指して、業容の拡大、発展を図ることを目標としております。 

  
（２）会社の利益配分に関する基本方針 
    当社は創業以来利益確保に努め、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして 
   認識しております。配当につきましては、各決算期の経営成績並びに今後の事業展開を考慮し、 
   安定した配当を維持・継続しつつ、株主の皆様に還元していくことを基本方針としております。 
    また、内部留保金につきましては、企業体質の強化及び事業拡大の原資として活用し、これが 
   ひいては将来、安定的配当に寄与していくものと考えております。 
 
（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 
    当社グループの主要取引先である電機･電子関連業界を中心に、生産拠点の海外移管が続き国内 
   生産能力の縮小や現地調達率の拡大等から、国内需要は引き続き低速し厳しい状況が続くものと思 
   われます。 
    このような状況下で当社グループは、海外営業拠点（香港･東莞･上海･シンガポール）の拡充に 
   一層注力して国内の空洞化に対処し、パソコンや携帯電話機等の情報通信分野向け材料の取扱を 
   増加させることに重点的に取り組むと共に、昨年１２月取得いたしました「ＩＳО１４００１」に 
   よる環境保全活動及び環境負荷の少ない製品等の仕入･販売の推進、及び商社の重要な財産の一つ 
   であります「人材の育成」をさらに徹底し、エレクトロニクス分野に強い専門商社を目指したい 
   と考えております。 
 
２．経営成績 
（１） 当中間期の概況 
  ①当中間期の業績 
 当中間連結会計期間における我国経済は、民間設備投資を中心に国内需要が引き続き低調に推移 
していることに加え、デフレが更に進行し雇用･所得環境の厳しさも続くなど景気は停滞感を深めて 
まいりました。 
 また、米国では企業の不正会計問題に端を発した株価の下落、ドル安の進行、ＩＴ関連を中心とし 
た設備投資の減少等の影響から世界的にも、先行き不透明感が高まる中で推移してまいりました。 

    このような厳しい経済環境下にありまして当社グループは、営業力の一層の強化を図るため新規顧 
   客の開拓、並びに新商品の拡販を進めてまいりました。また、経費の節減を始めとする合理化対策の 
   実施等経営全般にわたる諸施策を実施してまいりましたが、景気低迷に加え、当社グループの主要顧 
   客が需要減退の影響を強く受けております電機･電子関連企業でありますことから、当中間期の売上 
   高は、１０６億７２百万円と前年同期比９６％にとどまりました。また、当中間純利益も売上高減少 
   による影響が大きく、前年同期を下回る１７百万円を計上するにとどまりました。 
 
 

 ３



    売上高を部門別にご報告いたしますと、金属部門はカラーテレビ用シャドウマスク材及び家電･住 
   宅向け表面処理鋼板は回復しつつありますが、電力業界向け電磁鋼板及び通信業界向けステンレス等 
   がメーカー各社の海外生産移管等により減少いたしましたので当部門の売上高は、３３億８８百万円 
   と前年同期比９９％にとどまりました。 
   電線部門も主力商品であります電子機器用電線は比較的堅調ではありましたものの、ゲーム機向け加 
   工付電線及び電機･電子部品メーカー向け巻線やメッキ線等が大幅に減少いたしましたので当部門の 
   売上高は、３４億９百万円と前年同期比８１％で終りました。 
   化成品部門は家電製品向け合成樹脂やその加工品等は減少いたしましたが、ゲーム機･遊戯機器向け 
   主力の印刷配線用銅張積層板や半導体材料及び電子部品等が増加しましたので当部門の売上高は、 
   ３８億７５百万円と前年同期比１１１％となりました。 
  
 
   ②キャッシュ･フローの状況 
    当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、仕入債務の増加は 
   あったものの、売上債権の増加及び短期借入金の返済等による支出により、当中間連結会計期間末 
   には３７１百万円となりました。 
 

  （営業活動によるキャッシュ･フロー） 
    当中間連結会計期間における営業活動の結果使用した資金は１１６百万円で、これは主に売上債権 
   の増加によるものであります。 
 

  （投資活動によるキャッシュ･フロー） 
    当中間連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は６百万円で、これは主に取引先持株会 
   の株式取得による支出であります。 
 

  （財務活動によるキャッシュ･フロー） 
    当中間連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は１９７百万円で、これは主に銀行借入 
   の返済によるものであります。 
 
（２） 通期の見通し 
    今後の我国経済は、米国の景気減速による影響のほか、政府による総合的な経済再生案は検討され 
   ているものの個人消費の動向も含め、一段と厳しい状況になると予測されます。 
    このような厳しい経済環境下にありまして当社グループは、一層の経営の合理化･改善を進めると 
   ともに、新規需要の開拓による販売網の拡大と、香港･上海を中心とした海外子会社による海外展 
   開を積極的に行い、業績の向上に総力を結集する所存であります。 
    なお、通期の連結業績につきましては、売上高２２,０００百万円、経常利益１２５百万円、当期 
   純利益５０百万円を予想しております。 
 

 ４



３．中間連結財務諸表等 
１．中間連結貸借対照表 
                                          （単位 千円） 
         期 別 
科 目 

前中間連結会計期間末 
（平成１３年９月３０日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成１４年９月３０日現在）

 前連結会計年度末 
（平成１４年３月３１日現在）

 

〔 資 産 の 部 〕         
流 動 資 産 

     
８,８１３,０１９ 

     
８,４４２,８５２ 

     
８,１６５,５１５ 

  現 金 及 び 預 金 
  受取手形及び売掛金 
  た な 卸 資 産 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 

４６１,５６５ 
７,４９８,６０１ 
８１３,６２８ 
１３１,８０３ 
１４６,０９６ 
△２３８,６７６ 

３７１,７９２ 
７,４５２,６１５ 
５９７,８０３ 
９３,７３９ 
８,８９７ 

△８１,９９６ 

６９６,４９４ 
６,７７０,７１５ 
６４１,２５０ 
１０５,９７６ 
２４,００７ 
△ ７２,９２９ 

固 定 資 産 ９３５,６２７ ９２０,９０６ ９６４,２０２ 
 有 形 固 定 資 産 ４７９,５８８ ４６１,３５９ ４６９,２８４ 
 無 形 固 定 資 産 ３,８１５ ３,６９５ ３,７５５ 
 投 資 そ の 他 の 資 産 ４５２,２２３ ４５５,８５１ ４９１,１６２ 
  投 資 その他の資産 
  貸 倒 引 当 金 

５２１,１８０ 
△６８,９５６ 

５０１,８５３ 
△４６,００１ 

５３７,１６９ 
△４６,００７ 

資 産 合 計 ９,７４８,６４７ ９,３６３,７５８ ９,１２９,７１７ 
〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 
 

７,８６９,１８３ 
 

７,５５７,１０７ 
 

７,２６３,８０５ 
  支払手形及び買掛金 
  短 期 借 入 金 
  未 払 法 人 税 等 
  そ の 他 

６,４６３,２７３ 
１,２３０,１３５ 
３４,３７３ 
１４１,４０１ 

６,５５８,１１３ 
８６５,３２０ 
３,９５４ 
１２９,７１９ 

６,０７５,３７９ 
１,０４３,８２０ 
９,８４９ 
１３４,７５６ 

固 定 負 債 ２６３,２１４ ２５７,１９９ ２６８,９３２ 
  退 職 給 付 引 当 金 
  役員退職慰労引当金 

２２０,４２４ 
４２,７９０ 

２２１,３４９ 
３５,８５０ 

２２１,３４２ 
４７,５９０ 

負 債 合 計 ８,１３２,３９８ ７,８１４,３０６ ７,５３２,７３７ 
〔少数株主持分〕 ― ― ― 
〔 資 本 の 部 〕         

資 本 金 
資 本 準 備 金 
連 結 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 
自 己 株 式 

 
３００,０００ 
１,３３３ 

１,３２５,２３５ 
△１０,０１４ 
１,２８１ 
△１,５８７ 

 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

 
３００,０００ 
１,３３３ 

１,２７３,２１４ 
１９,６４３ 
４,３７４ 
△１,５８７ 

資 本 合 計 １,６１６,２４９ ― １,５９６,９７９ 
〔 資 本 の 部 〕         

資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 
自 己 株 式 

 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

 
３００,０００ 
１,３３３ 

１,２６０,９０２ 
△１２,４６７ 
１,２７０ 
△１,５８７ 

 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

資 本 合 計 ― １,５４９,４５２ ― 
負債、少数株主持分及び資本合計 ９,７４８,６４７ ９,３６３,７５８ ９,１２９,７１７ 
                                              
  
        
    

 ５



２．中間連結損益計算書 
                                          （単位 千円） 
         期 別 
 
 
 科 目 

前中間連結会計期間（Ａ） 
自 平  成  １３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １３  年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間（Ｂ） 
自 平  成  １４  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １４  年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 
自 平  成  １３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １４  年 ３ 月 ３１日 

 
Ｂ／Ａ 
（％） 

１１,１３２,６９１ 
１０,２７１,７８６ 

１０,６７２,４６４ 
９,８３６,１９５ 

２０,６０３,４４２ 
１８,９７１,６０８ 

９６ 
９６ 

８６０,９０５ 
８２０,４６９ 

８３６,２６９ 
７７７,０４２ 

１,６３１,８３４ 
１,５８７,４１３ 

９７ 
９５ 

４０,４３６ 
９,８１５ 
４,９０３ 
２,４６０ 
― 

２,４５１ 
３４,２５６ 
１３,６２９ 
１０,１７６ 
４,４７５ 
５,９７５ 

５９,２２６ 
４,１８５ 
４５８ 
１,５７０ 
― 

２,１５６ 
３７,７７５ 
１１,２０５ 
２４,１７８ 
２,１４６ 
２４５ 

４４,４２０ 
２６,２５２ 
５,３９７ 
４,０５７ 
１２,６４７ 
４,１５０ 
３４,７５０ 
２３,２９９ 

― 
５,８６９ 
５,５８０ 

１４６ 
５８ 
９ 
６４ 
― 
８８ 
１１５ 
８２ 
２５２ 
４８ 
４ 

１５,９９４ 
４１,０４１ 
３５,５４１ 
５,４９９ 
８１５ 
８１５ 

２５,６３６ 
― 
― 
― 

７,９１３ 
７,９１３ 

３５,９２２ 
５,４９９ 
― 

５,４９９ 
１４,０５０ 
１４,０５０ 

１６０ 
― 
― 
― 
９７０ 
９７０ 

５６,２２０ 
１４,３２０ 

― 
８,０５９ 

１７,７２３ 
１,０４６ 
１１,３８６ 
１０,４１３ 

２７,３７２ 
６,６２８ 
― 

３８,９２３ 

３２ 
７ 
― 
１２９ 

売 上 高           
売 上 原 価           
 売 上 総 利 益 
販売費及び一般管理費 
 営 業 利 益 
営 業 外 収 益           
 受 取 利 息 
 受 取 配 当 金 
 為 替 差 益 
 そ の 他 
営 業 外 費 用           
 支 払 利 息 
 為 替 差 損 
 商 品 滅 却 損 
 そ の 他 
経 常 利 益 
特 別 利 益           
 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 
 非連結子会社株式売却益 
特 別 損 失           
 投 資有価証券評価損 
税金等調整前中間（当期）純利益 
 法人税、住民税及び事業税 
 過年度法人税等戻入額 
 法 人 税 等 調 整 額 
中間（当期）純利益（損失） ３３,８４０ １７,６４９ △１８,１７９ ５２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ６



 
３．中間連結剰余金計算書 
                                          （単位 千円） 
         期 別 
 
 
 科 目 

前中間連結会計期間 
自 平  成  １３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １３  年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間 
自 平  成  １４  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １４  年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 
自 平  成  １３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １４  年 ３ 月 ３１日 

連結剰余金期首残高            １,３４９,３３３ ― １,３４９,３３３ 
連 結 剰 余 金 減 少 高            ５７,９３９ ― ５７,９３９ 
 配 当 金 
 役 員 賞 与 

４７,９３９ 
１０,０００ 

― 
― 

４７,９３９ 
１０,０００ 

中間純利益（当期純損失） ３３,８４０ ― △１８,１７９ 
連結剰余金中間期末（期末）残高 １,３２５,２３５ ― １,２７３,２１４ 
 
（資本剰余金の部） 
資本剰余金期首残高            

 
 

― 

 
 

１,３３３ 

 
 

― 
資 本 剰 余 金 増 加 高            ― ― ― 
資 本 剰 余 金 減 少 高            ― ― ― 
資本剰余金中間期末残高 ― １,３３３ ― 
 
（利益剰余金の部） 
利益剰余金期首残高            

 
 

― 

 
 
１,２７３,２１４ 

 
 

― 
利 益 剰 余 金 増 加 高            ― １７,６４９ ― 
中間純利益 ― １７,６４９ ― 
利 益 剰 余 金 減 少 高            ― ２９,９６１ ― 
 配 当 金 
 役 員 賞 与 

― 
― 

２９,９６１ 
― 

― 
― 

利益剰余金中間期末残高 ― １,２６０,９０２ ― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ７



 
４．中間連結キャッシュ･フロー計算書 
                                          （単位 千円） 
              期 別 
 
 
 科 目 

前中間連結会計期間 
自 平  成  １３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １３  年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間 
自 平  成  １４  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １４  年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 
自 平  成  １３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １４  年 ３ 月 ３１日 

 
５６,２２０ 
９,８３８ 
９８５ 
９,５８０ 

△３６,４７９ 
△７,３６４ 
８１５ 

△５,４９９ 
１３,６２９ 
△９８１ 

２,３３９,９８６ 
５５,０５３ 

△２,７４０,７７０ 
△１０,０００ 
△１６２,９６４ 

 
１７,７２３ 
９,８１５ 
６ 

△１１,７４０ 
９,０６１ 
△２,０２８ 
７,９１３ 
― 

１１,２０５ 
５,７４３ 

△７５１,３２１ 
４２,８０９ 
５３９,５９０ 

― 
９,２６８ 

 
２７,３７２ 
２１,５０７ 
１,９０３ 
１４,３８０ 

△２２５,３３４ 
△９,４５４ 
１４,０５０ 
△５,４９９ 
２３,２９９ 
△１３,２６７ 
３,１３１,６６３ 
２２７,９１０ 

△３,１８３,０３０ 
△１０,０００ 
△４５,９９７ 

△４７７,９５０ 
７,３６４ 

△１３,６２９ 
△ １１６,３１８ 

― 

△１１１,９５２ 
２,０２８ 

△１１,１５６ 
― 

４,８９９ 

△３０,４９６ 
９,４５４ 

△２３,２９９ 
△ １３３,５１２ 

― 
△６００,５３４ 

 
 

３３７,０００ 
△５,８００ 
２８０,６７７ 
△ ６,６４５ 
   ― 
△４,５６０ 

― 
１５０,０００ 
１,４６５ 

△１１６,１８０ 
 
 
― 
― 
７１７ 

△ ３,２７１ 
― 

△４,０４３ 
― 
― 
３３４ 

△１７７,８５４ 
 
 

３３７,０００ 
△５,８００ 
２８１,４７２ 
△ １０,２１０ 
２,１２６ 
△８,７２８ 
△２４,８１６ 
１５０,０００ 
２５,３８６ 

７５２,１３８ 
 
 
― 

９０,３２９ 
△４７,０１１ 

△６,２６３ 
 
 

△１６８,３３２ 
― 

△２９,２１３ 

７４６,４３０ 
 
 

△１０７,２６４ 
― 

△４７,１２１ 
４３,３１７ 

 
△１,３５３ 

△１９７,５４５ 
 

△４,７１１ 

△１５４,３８６ 
 

１４,３０８ 
１９３,５６９ 
２６７,９９６ 

△３２４,７０１ 
６９６,４９４ 

４２８,４９７ 
２６７,９９６ 

(１)営業活動によるキャッシュ･フロー 
   税金等調整前中間（当期）純利益 
   減価償却費 
   退職給付引当金の増加額 
   役員退職慰労引当金の増減額 
   貸倒引当金の増減額 
   受取利息及び受取配当金 
   投資有価証券評価損 
   非連結子会社株式売却益 
   支払利息 
   為替差損益 
   売上債権の増減額 
   たな卸資産の減少額 
   仕入債務の増減額 
   役員賞与の支払額 
   その他 
    小    計 
   利息及び配当金の受取額 
   利息の支払額 
   法人税等の支払額 
   還付法人税等の受取額 
  営業活動によるキャッシュ･フロー 
 
(２)投資活動によるキャッシュ･フロー 
   定期預金の払戻による収入 
   貸付による支出 
   貸付金の回収による収入 
   有形固定資産の取得による支出 
   有形固定資産の売却による収入 
   投資有価証券の取得による支出 
   非連結子会社株式の取得による支出 
   非連結子会社株式の売却による収入 
   その他 
  投資活動によるキャッシュ･フロー 
 
(３)財務活動によるキャッシュ･フロー 
   短期借入金の返済による支出 
   短期借入金による収入 
   配当金の支払額 
  財務活動によるキャッシュ･フロー 
 
(４)現金及び現金同等物に係る換算差額 
(５)現金及び現金同等物の増加額 
(６)現金及び現金同等物の期首残高 
(７)現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ４６１,５６５ ３７１,７９２ ６９６,４９４ 
 

 ８



５．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 １．連結の範囲に関する事項 
   （1）連結子会社 １社 
    三国（国際）有限公司 
   （2）非連結子会社 1社 
    三国（上海）貿易有限公司は、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲 
    から除外しております。 
 ２．持分法の適用に関する事項 
   持分法適用会社は、ありません。なお、三国（上海）貿易有限公司は、中間連結財務諸表に重要 
   な影響を及ぼさないため、持分法の適用の範囲から除外しております。 
 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
   三国（国際）有限公司の中間決算日は、６月３０日であります。 
   中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に 
   生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
 ４．会計処理基準に関する事項 
   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
 その他有価証券 

        時価のあるもの……………中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

         （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 
        時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 
     ②たな卸資産……………総平均法に基づく原価法 
   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
     ①有形固定資産 
       当社は定率法に、また、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法によ 
       っております。ただし、当社は平成１０年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を 
       除く）については、定額法によっおります。 
     ②無形固定資産 
     定額法によっております。 
     ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年） 
     に基づく定額法によっております。 

    （３）重要な引当金の計上基準 
     ①貸倒引当金 
        債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 
        a一般債権 
                  貸倒実績率によっております。 
        b貸倒懸念債権及び破産更生債権 
          個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 
 
 
 
 

 ９



      ②退職給付引当金 
        従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産 
        の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上 
        しております。 
        なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）に 
        よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと 
        しております。 
      ③役員退職慰労引当金 
        役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 
 
 
    （４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
       外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益 
       として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相 
       場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は資 
       本の部における為替換算調整勘定に含めております。 
     （５）重要なリース取引の処理方法 
       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
       については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
      （６）重要なヘッジ会計の方法 
      ①ヘッジ会計の方法 
        繰延ヘッジ処理を採用しております。 
     ②ヘッジ手段及びヘッジ対象 

       外貨建営業債務に対して、為替予約を付しております。 
     ③ヘッジ方針 
       社内管理規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。 
    （７）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
      消費税等の会計処理 
       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
  ５．中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 
   手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか 
   負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限及び満期日の到来する短期的な投資からなっておりま 
    す。 
 
 
追加情報 
当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第 1号）
を適用しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響はありません。 
なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の 
資本の部及び中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しており 
ます。 
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注 記 事 項 
（中間連結貸借対照表関係） 

 
項  目 

前中間連結会計期間末 
（平成１３年９月３０日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成１４年９月３０日現在） 

前連結会計年度末 
（平成１４年３月３１日現在） 

１． 投資有価証券 
 
 
２． 有形固定資産の減価償却累

計額 
３． 受取手形割引高 
  受取手形裏書譲渡高 
  保証債務 
  債権譲渡高 
４． 期末日満期手形の処理 

 

 
 
 
 

２８８,７７４千円 
３０,５８１千円 
  ６,９６９千円 
  ２５０,０００千円 
  １８３,０３４千円 

当中間連結会計期間末日は

金融機関の休日であるが、満

期日に決済が行われたもの

として処理しております。 
当中間連結会計期間末日満

期手形は次のとおりであり

ます。 
受取手形     

２２５,７６９千円 
支払手形 

１,２２７,９７３千円 

 
 
 
 

３０１,７５７千円 
― 千円 

  ２８,８３０千円 
  ２５０,０００千円 

― 千円 
 

非連結子会社に対するもの

は次のとおりであります。 
２４,８１６千円 

 
２９２,８６９千円 

― 千円 
  ３９,５０８千円 
  ２５０,０００千円 

  ― 千円 
当連結会計年度末日は金融

機関の休日であるが、満期日

に決済が行われたものとし

て処理しております。 
当連結会計年度末日満期手

形は次のとおりであります。 
 

受取手形     

２４０,８７２千円 
支払手形 

６００,６０７千円 

 
（中間連結損益計算書関係） 

 
 
項  目 

 

前中間連結会計期間 
自 平成１３年４月 １日 
（           ） 
至 平成１３年９月３０日 

当中間連結会計期間 
自 平成１４年４月 １日 
（           ） 
至 平成１４年９月３０日 

前連結会計年度 
自 平成１３年４月 １日 
（           ） 
至 平成１４年３月３１日 

販売費及び一般管理費のうち 
     主要な項目及び金額 
 
荷造運賃 
従業員給料手当 
賞与 
退職給付費用 
役員退職慰労引当金繰入額 
貸倒引当金繰入額 

 
 
 

９８,４１７千円 
   ２９１,８６２千円 
    ８４,０８６千円 
     １６,４０８千円 
     ９,５８０千円 

― 千円 

 
 
 

９５,１６５千円 
３０５,１１１千円 
８０,６２５千円 
１７,４１８千円 
９,６５０千円 
９,０６１千円 

 
 
 

１９７,５７９千円 
５７２,４４１千円 
 １６９,３９６千円 
３２,８１６千円 
１４,３８０千円 
６,８１３千円 

 
（中間連結キャッシュ･フロー計算書関係） 
前中間連結会計期間 
自 平成１３年４月 １日 
（            ） 
至 平成１３年９月３０日 

当中間連結会計期間 
自 平成１４年４月 １日 
（            ） 
至 平成１４年９月３０日 

前連結会計年度 
自 平成１３年４月 １日 
（            ） 
至 平成１４年３月３１日 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 
現金及び預金勘定      

４６１,５６５千円 
現金及び現金同等物      

４６１,５６５千円 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 
現金及び預金勘定      

３７１,７９２千円 
現金及び現金同等物      

３７１,７９２千円 

 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 
現金及び預金勘定      

６９６,４９４千円 
現金及び現金同等物     

６９６,４９４千円 
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（リース取引関係） 
前中間連結会計期間 
自 平成１３年４月 １日 
（            ） 
至 平成１３年９月３０日 

当中間連結会計期間 
自 平成１４年４月 １日 
（            ） 
至 平成１４年９月３０日 

前連結会計年度 
自 平成１３年４月 １日 
（            ） 
至 平成１４年３月３１日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係

る注記 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額 
有形固定資産  
      （工具器具備品）その他    合 計      
取得価額  １２０,７７３千円 ４,３００千円１２５,０７３千円 
相当額 
減価償却累  ４７,５５０千円１,２８９千円    ４８,８４０千円 
計額相当額  
中間期末残 ７３,２２２千円 ３,０１０千円   ７６,２３２千円 
高相当額   
２．未経過リース料中間期末残高相当額 
１年以内                       ２７,５６９千円 
１年超                        ４９,９３５千円 
合 計                        ７７,５０５千円 
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料          １４,４４１千円 
減価償却費相当額       １３,７９６千円 
支払利息相当額               ８６０千円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 
５．利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係

る注記 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額 
有形固定資産  
      （工具器具備品）その他    合 計      
取得価額  １２６,４２３千円 ４,３００千円１３０,７２３千円 
相当額 
減価償却累  ７２,９６１千円２,１４９千円    ７５,１１１千円 
計額相当額  
中間期末残 ５３,４６１千円 ２,１５０千円    ５５,６１１千円 
高相当額   
２．未経過リース料中間期末残高相当額 
１年以内                       ２７,３４６千円 
１年超                        ２９,５９５千円 
合 計                          ５６,９４２千円 
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料          １５,０７７千円 
減価償却費相当額       １４,３９９千円 
支払利息相当額               ６６７千円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
  同左 
 
５．利息相当額の算定方法 
  同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係

る注記 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額 
有形固定資産  
      （工具器具備品）その他    合 計      
取得価額  １２５,５６８千円 ４,３００千円１２９,８６８千円 
相当額 
減価償却累  ６１,３１６千円１,７１９千円    ６３,０３６千円 
計額相当額  
期末残   ６４,２５１千円 ２,５８０千円    ６６,８３１千円 
高相当額   
２．未経過リース料期末残高相当額 
１年以内                       ２９,０１４千円 
１年超                        ３９,１８５千円 
合 計                          ６８,１９９千円 
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料          ２９,２９９千円 
減価償却費相当額       ２７,９９２千円 
支払利息相当額             １,６１６千円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
  同左 
 
５．利息相当額の算定方法 
  同左 

 
（有価証券関係） 
前中間連結会計期間末（平成１３年９月３０日現在） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 
 

（単位 千円） 

区   分 取 得 原 価       
中間連結貸借対照表 
計 上 額          差 額       

株  式 ２７３,３２３ ２５６,０２７ △１７,２９６ 
合  計 ２７３,３２３ ２５６,０２７ △１７,２９６ 

 
 

 
２．時価評価されていない主な有価証券 
                           （単位 千円） 

区   分 中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
 
 
 
 
 

４９,２４０ 
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当中間連結会計期間末（平成１４年９月３０日現在） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位 千円） 

区   分 取 得 原 価       
中間連結貸借対照表 
計 上 額          差 額       

株  式 ２６０,３９７ ２３８,８６５ △２１,５３２ 
合  計 ２６０,３９７ ２３８,８６５ △２１,５３２ 

 
 

 
２．時価評価されていない主な有価証券 
                           （単位 千円） 

区   分 中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
 
 
 
 
 

４９,２４０ 

 
前連結会計年度末（平成１４年３月３１日現在） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位 千円） 

区   分 取 得 原 価       
連結貸借対照表 
計 上 額          差 額       

株  式 ２６４,２６７ ２９８,１９４ ３３,９２７ 
合  計 ２６４,２６７ ２９８,１９４ ３３,９２７ 

 
 

 
２．時価評価されていない主な有価証券 
                           （単位 千円） 

区   分 連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
 
 
 
 
 

４９,２４０ 

 
 
（デリバティブ取引関係） 
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いているため、残高はありません。 
 
 
（セグメント情報） 
１．事業の種類別セグメント情報 
前中間連結会計期間（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日）当中間連結会計期間（自 平成

１４年４月１日 至 平成１４年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１３年４月１日 至 平成１４

年３月３１日） 
 当社グループは、事業の種類として各種商品販売を行う専門商社であるので、事業の種類別セグメント 
 上は、単一業種として取扱っております。 
 従って、事業の種類別セグメント情報は記載を省略しております。 
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２．所在地別セグメント情報 
前中間連結会計期間（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日） 

（単位 千円） 
  

日 本 
 
アジア 

 
計 

消去又 
は全社 

 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 
 売 上 高       
（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の 
      内部売上高又は振替高 

 
 

９,８４０,９６９ 
 

６５６,４０１ 

 
 

１,２９１,７２１ 
 

６７,１４６ 

 
 

１１,１３２,６９１ 
 

７２３,５４７ 

 
 

― 
 

△７２３,５４７ 

 
 

１１,１３２,６９１ 
 

― 

計 １０,４９７,３７０ １,３５８,８６８ １１,８５６,２３９ △７２３,５４７ １１,１３２,６９１ 
 営 業 費 用       １０,４６１,１５９ １,３５４,６４４ １１,８１５,８０３ △７２３,５４７ １１,０９２,２５５ 
 営 業 利 益       ３６,２１１ ４,２２４ ４０,４３６ ― ４０,４３６ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
   アジア……香港 

 
当中間連結会計期間（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年９月３０日） 

（単位 千円） 
  

日 本 
 
アジア 

 
計 

消去又 
は全社 

 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 
 売 上 高       
（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の 
      内部売上高又は振替高 

 
 

９,６４５,７５５ 
 

３７３,５７９ 

 
 

１,０２６,７０９ 
 

３７１,５８０ 

 
 

１０,６７２,４６４ 
 

７４５,１５９ 

 
 

― 
 

△７４５,１５９ 

 
 

１０,６７２,４６４ 
 

― 

計 １０,０１９,３３５ １,３９８,２８９ １１,４１７,６２４ △７４５,１５９ １０,６７２,４６４ 
 営 業 費 用       ９,９６０,９３９ １,３９８,１１４ １１,３５９,０５３ △７４５,８１５ １０,６１３,２３７ 
 営 業 利 益       ５８,３９５ １７５ ５８,５７０ ６５５ ５９,２２６ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
   アジア……香港 

 
前連結会計年度（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） 

（単位 千円） 
  

日 本 
 
アジア 

 
計 

消去又 
は全社 

 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 
 売 上 高       
（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の 
      内部売上高又は振替高 

 
 

１８,７１０,６８８ 
 

１,１２９,１２２ 

 
 

１,８９２,７５３ 
 

１９７,８１４ 

 
 

２０,６０３,４４２ 
 

１,３２６,９３６ 

 
 

― 
 

△１,３２６,９３６ 

 
 

２０,６０３,４４２ 
 

― 

計 １９,８３９,８１１ ２,０９０,５６７ ２１,９３０,３７９ △１,３２６,９３６
 
２０,６０３,４４２ 

 営 業 費 用       １９,８０９,５４１ ２,０７６,４３６ ２１,８８５,９７８ △１,３２６,９５６
 
２０,５５９,０２１ 

 営 業 利 益       ３０,２７０ １４,１３０ ４４,４００ １９ ４４,４２０ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
   アジア……香港 
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３．海外売上高 
前中間連結会計期間（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日） 

（単位 千円） 
 アジア その他 計 
Ⅰ海外売上高 １,４３１,６２９ １１,９０９ １,４４３,５３８ 
Ⅱ連結売上高 １１,１３２,６９１ 
Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合 

 
１２．９％ 

 
０．１％ 

 
１３．０％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

    （２）その他……アメリカ等 
   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 
当中間連結会計期間（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年９月３０日） 

（単位 千円） 
 アジア その他 計 
Ⅰ海外売上高 １,１５２,２０８ ２３,２３４ １,１７５,４４３ 
Ⅱ連結売上高 １０,６７２,４６４ 
Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合 

 
１０．８％ 

 
０．２％ 

 
１１．０％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

    （２）その他……アメリカ等 
   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 
前連結会計年度（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） 

（単位 千円） 
 アジア その他 計 
Ⅰ海外売上高 ２,１９３,９４９ ３０,０３９ ２,２２３,９８９ 
Ⅱ連結売上高 ２０,６０３,４４２ 
Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合 

 
１０．６％ 

 
０．１％ 

 
１０．８％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

    （２）その他……アメリカ等 
   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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４．生産、受注及び販売の状況 
売上高明細表 

                 （単位 千円） 
 
部 門 別       

 
 

前中間連結会計期間 
自 平  成  １３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １３  年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間 
自 平  成  １４  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １４  年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 
自 平  成  １３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １４  年 ３ 月 ３１日 

金 属       ３,４０９,９９３ ３,３８８,２６０ ６,３３２,８６６ 
電 線       ４,２３３,１２７ ３,４０９,１７１ ７,２８９,９６７ 
化 成 品       ３,４８９,５７０ ３,８７５,０３３ ６,９８０,６０８ 
合 計       １１,１３２,６９１ １０,６７２,４６４ ２０,６０３,４４２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


